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ヒアリング結果の概要 

 

※ 以下は、第 179 回労働条件分科会（令和４年９月 27 日）において使用者側委員より発

言のあった業務のうち、精査を必要とする業務について、令和４年 10 月に実施した関係

団体及び企業へのヒアリング結果をまとめたもの。 

 

Ⅰ．関係団体からのヒアリング概要 

○ 金融機関における、合併、買収等に関する考案及び助言をする業務（いわゆるM&Aア

ドバイザー業務）も資金調達方法を考案する業務も、従来の労働集約的な業務ではな

く、自らの知識・経験を活かした知識集約型の、繁閑に応じて自律的に動くことができ

る業務であると一般的には考えられる。 

○ ある程度の期間（場合によっては年単位）が必要な業務であり、その中でチームや個

人の役割が決まる。最終的な期限を念頭に、各個人が自身に割り当てられた役割のもと

裁量を持って業務を遂行している。 

○ １つの案件について、２～３名などのチームで行うことが一般的。 

○ M&Aアドバイザー業務も資金調達方法を考案する業務も、専門部署に所属する場合に

は、在籍中に他の仕事をすることはないと考えられる。 

○ 勤務時間は、案件の進捗に合わせて対応事項が決まるため、通常の業務と比べ繁閑の

差が激しく、案件を担当している間は数か月忙しくなることも想定されるが、案件次第

で閑散期もあると認識している。 

○ 現状は、労働時間の対価に賃金を払っていると考えられるが、今後は業務によっては

成果に賃金を支払うという流れを加速させていくことも必要と考えられ、労働時間と成

果が必ずしも連関するわけではないM&Aアドバイザーのような業務は、そのような業務

の1つと考えられる。専門性を有するアドバイザーの経験に基づいた企画立案・遂行な

どのアウトプットに対して賃金を支払うことがより適する場合もあると考えられる。 

○ また、資金調達方法を考案する業務も、資金調達のスキームを考案する業務であるた

め、案件ごとにリスクを把握する等の能力、将来のキャッシュフローに係る分析能力や

リスクに応じたスキーム構築等の専門性が必要。 

○ M&Aアドバイザー業務も資金調達方法を考案する業務も、スキル・専門性や成果に対

して賃金を支払うという考え方が検討されるべき業務であると思う。 

 

Ⅱ．企業からのヒアリング概要について 

○ M&A アドバイザー業務も資金調達方法を考案する業務も、始業・終業時刻は業務の状況

に応じて一定の自由度をもった働き方ができる業務ではある。業務の遂行方法の裁量に

ついては、大きな方向性やスケジュールは上司に相談するが、その中で具体的にどのよう

に業務を遂行するかについては裁量を持てる。 
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○ M&A アドバイザー業務は企業価値算定の知識や、法務、会計、税務の知識、各種業界へ

の知見を必要とするところであり、専門性の高い分野である。 

○ 資金調達方法を考案する業務の専門性については資金調達支援業務の種別ごとに異な

るが、一般的にはキャッシュフローへの理解、デット・ファイナンスやエクイティ・ファ

イナンスへの知識、各業界への知見や会計の知識等が必要。 

○ 評価においては成果が重視されており、案件獲得数や提案の内容、収益への寄与等に対

する達成状況で評価されている。 

○ 業務には繁閑の差があるが、それほど長時間の時間外労働は発生していない。 

○ 資金調達方法を考案する業務に配属されるために特段必要な資格はないが、配属後、証

券アナリストは取得するよう強く推奨している。また、アセット・ファイナンスに関して

は宅建等の不動産関係の資格を取得することを推奨している。 

 

 


